
「見える化」で深い学びへ！学習指導要領を構造化・表形式化

学習指導要領の構造化・表形式化 とは

〈中学校社会科歴史的分野の例〉

並列パターン

中学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説　社会編　P.209【改】

（教育課程部会 教育課程企画特別部会（第 12 回）配布資料より）

※以下「知・技」「思・判・表」とする。

教育課程部会 社会・地理歴史・公民ワーキング（第 9 回 ) 配布資料より

次期改訂の方向性：「多様な子供たちの『深い学び』を確かなものに」

・学習指導要領の更なる構造化

・柔軟な教育課程編成を可能とする仕組み
などが提起されています。

　�「知識及び技能」「思考力・判断力・表現力等」※の深まり、一体的
育成を表形式で表し、可視化する。（令和 8 年 8 月 取りまとめ（案）より）

　�内容（「見方・考え方」、資質・能力の趣旨など）について、獲得
した知識や技能などの「統合的な理解・総合的な発揮」を基にし
た構造化を図る。（令和 8 年 8 月 取りまとめ（案）より）

　�前回改訂時の構造化をさらに発展させ、記載の冗長さ・複雑さを
改善しスリム化を図る。（令和 7 年 9 月 論点整理（素案）より）

内容を分かりやすくし、教師が「深い学び」を授業で
具現化しやすくする

POINT

表形式は、教科等の特性に基づき主に２つのパターンが想定されています。
    ■ �並列パターン…�「知・技」の内容のまとまりに対応した「思・判・表」

を並列で示す（社会、算数・数学、理科など）
    ■ �並行パターン…�「思・判・表」の深まりを「知・技」が支えることを

示す（国語、外国語など）

知・技

現行学習指導要領

思・判・表

資質・能力の「一体的育成」の可視化

教授用資料 

小・中学校は令和 8年度に小・中学校は令和 8年度に学習指導要領が改訂学習指導要領が改訂されますされます
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　　　情報通信情報通信　　　　
本資料は、令和 7 年 9 月～令和 8 年 8 月の間に文部科学省が公表し
た資料に基づき作成しています。ここに提示した項目は審議されてい
るものの一部であり、その他に多岐にわたる内容が審議されています。
また、本資料の記載内容については、今後変更の可能性があります。

新学習指導要領（案）
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※ 教育課程部会 総則・評価特別部会 ( 第 10 回）配布資料をもとに作成。
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周知 令和 10年度～全面実施

周知 令和 12年度～全面実施先行実施※２

周知 令和 13年度～全面実施先行実施※２

周知 先行実施※２
令和 14年度～
入学生から順次実施 令和 16年度～全面実施
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▼ 教科書

▼ 教科書

▼ 教科書

帝国書院では、学習指導要領改訂に関する情報を
Web サイトでも発信しております。

2026 年中央教育審議会での
その他の審議内容

学習指導要領は、改訂、周知、実施という流れで段階的に進められます。

■ �令和８年度に中央教育審議会の答申

■ �小学校は、令和 8年度改訂、令和 12（2030）年度より全面実施予定

■ ���中学校は、令和 8年度改訂、令和 13（2031）年度より全面実施予定　　

■ �高等学校は、令和９年度改訂、令和 14年度入学生から順次実施予定
・情報の検索性向上
・他教科・他校種との関連性の俯瞰
・�生成 AI を活用した指導案・評価計画作成

支援
・デジタル教科書や外部教材へのアクセス

などを備えた、新たな基盤とする方向性で整
理されています。

各教科の標準時間数を調整することで生み出
された授業時数（調整授業時数）を活用して、
既存教科等への上乗せ・教科新設・裁量的な
時間（学習枠、研究・研修等枠）への活用な
どができる案が検討されています。

※１ 審議まとめ及び告示案については、パブリック・コメントを実施予定
※２ 移行期間中の先行実施の具体的な時期や実施する内容については随時検討
※３ �特別支援学校学習指導要領（幼稚部及び小学部・中学部）については幼稚園・小学校・中学校と

同様、特別支援学校学習指導要領（高等部）については、高等学校と同様のスケジュールを想定

�個々の教師のニーズに応え使
いやすくする
「デジタル学習指導要領」

TOPIC

1

教育課程の柔軟性向上のため
の「調整授業時数制度」
（義務教育段階）

TOPIC

2

学習指導要領改訂に関するスケジュール
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